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税務訴訟資料 第２６７号－１２２（順号１３０７１） 

長野地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 更正をすべき理由がない旨の通知処分取消請求事

件 

国側当事者・国（松本税務署長） 

平成２９年９月２９日棄却・控訴 

 

判 決 

原告 甲 

被告 国 

同代表者法務大臣 上川 陽子 

処分行政庁 松本税務署長 佐塚 重人 

被告指定代理人 大津 由香 

同 羽鳥 裕士 

同 国府田 隆秀 

同 若月 健 

同 倉石 慎一 

同 矢花 行正 

同 横川 浩之 

同 草野 泰永 

同 長坂 廣之 

同 菊池 豊 

 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 松本税務署長が平成２７年６月３０日付けで原告に対してした平成２５年分所得税及び復興

特別所得税の更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、外国為替証拠金取引（いわゆるＦＸ取引）等を行っていた原告が、平成２５年分の

所得税及び復興特別所得税（以下「所得税等」という。）の確定申告において、租税特別措置

法（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下「措置法」という。）４１条の１５第

１項の規定による先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除（以下「本件特例」という。）

の適用はできないとの松本税務署職員からの指摘により、平成２５年分の所得税等の修正申告

書（以下「本件修正申告書」という。）を提出した後、平成２４年分の所得税の確定申告書及

び添付書類（以下「平成２４年分期限後申告書等」という。）とともに、平成２３年中に生じ

た先物取引の差金等決済に係る損失の金額（以下「本件繰越損失額」という。）を平成２５年
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分の先物取引に係る雑所得の金額の計算上控除すべきであるとする更正の請求書（以下「本件

更正の請求書」という。）を提出したことに対し、松本税務署長が、原告は平成２４年分期限

後申告書等を提出する前に平成２５年分の所得税等の確定申告書及び添付書類（以下「平成２

５年分確定申告書等」という。）を提出しているため、措置法４１条の１５第３項に規定する

「連続して確定申告書を提出している場合」には該当せず、平成２５年分の所得税等の確定申

告において本件特例の適用をすることはできないとして、更正をすべき理由がない旨の通知処

分（以下「本件通知処分」という。）をしたところ、原告が、本件特例の適用は認められるべ

きであるとして、本件通知処分の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令の定め 

 本件に関係する主な法令の定めは、別紙１「関係法令の定め」記載のとおりである（なお、

同別紙における略称は、本文においても用いることとする。）。 

３ 前提事実等 

 以下の事実は、当事者間に争いがないか、括弧内掲記の証拠（以下、書証の枝番号は省略す

る。）又は弁論の全趣旨により、容易に認めることができる。 

（１）原告は、平成２３年ないし平成２５年において、措置法４１条の１４第１項２号に規定す

る金融商品先物取引等を行っていた。 

（２）原告は、平成２４年３月１２日、松本税務署長に対し、平成２３年分の所得税について、

総所得金額（給与所得の金額）を１６６１万６０１９円、先物取引に係る雑所得の損失を１

５０２万６６５９円（本件繰越損失額）、翌年以後に繰り越される先物取引に係る損失の金

額を２２２７万２０６４円及び還付される税金を３万２９６０円と記載した平成２３年分の

所得税の確定申告書及び添付書類（以下「平成２３年分確定申告書等」という。）を提出し

た（乙４）。 

（３）原告は、平成２６年３月１０日、松本税務署長に対し、平成２５年分の所得税等について、

総所得金額（給与所得の金額）を１７０２万３８２４円、先物取引に係る雑所得の金額を４

８４万９７２２円、前年分までに引ききれなかった先物取引の差金等決済に係る所得の損失

の額を１５０２万６６５９円（本件繰越損失額）、本年分の先物取引に係る所得から差し引

く損失額を４８４万９７２２円、翌年以後に繰り越される先物取引に係る損失の金額を１０

１７万６９３７円及び納める税金を零円と記載した確定申告書及び添付書類（平成２５年分

確定申告書等）を提出した（甲１、乙１）。 

（４）原告は、平成２５年分確定申告書等の調査を担当した松本税務署職員から、平成２５年分

確定申告書等の提出時において、平成２４年分の所得税の確定申告書が提出されておらず、

連続して確定申告書が提出されていないため、平成２５年分の所得税等について、平成２５

年分の先物取引に係る雑所得の金額から本件繰越損失額を控除することはできないとの指摘

を受けた。 

 そこで、原告は、平成２６年１２月１７日、松本税務署長に対し、総所得金額（給与所得

の金額）を１７０２万３８２４円、先物取引に係る雑所得の金額を４８４万９７２２円及び

納める税金を７４万２６００円と記載した修正申告書（本件修正申告書）を提出した（甲５、

乙２）。 

（５）原告は、平成２７年４月２０日、松本税務署長に対し、平成２４年分の所得税について、

総所得金額（給与所得の金額）を１６５６万４７１２円、先物取引に係る雑所得の金額を１
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８４万２５８５円、本年分の先物取引に係る所得から差し引く損失額を１８４万２５８５円、

翌年以後に繰り越される先物取引に係る損失の金額を１５０２万６６５９円（本件繰越損失

額）及び納める税金を零円と記載した確定申告書及び添付書類（平成２４年分期限後申告書

等）を提出した。 

 これと同時に、原告は、松本税務署長に対し、平成２４年分期限後申告書等の提出により、

平成２３年分から連続して確定申告書が提出されたこととなるため、平成２５年分の所得税

等について、平成２５年分の先物取引に係る雑所得の金額から本件繰越損失額を控除できる

として、総所得金額（給与所得の金額）を１７０２万３８２４円、先物取引に係る雑所得の

金額を４８４万９７２２円、同雑所得について課税される所得金額を零円及び納める税金を

零円とすべき旨の更正の請求書（本件更正の請求書）を提出した（以下「本件更正の請求」

という。）（甲２、３、乙３）。 

（６）松本税務署長は、平成２７年６月３０日、本件更正の請求について、更正をすべき理由が

あるとは認められないとして、本件通知処分をした（甲４）。 

（７）原告は、平成２７年７月２７日、松本税務署長に対し、本件通知処分を不服として異議申

立てをしたが、同署長は、同年９月２８日、本件通知処分は適法であるとして、同異議申立

てを棄却する旨の異議決定をした（甲５）。 

（８）原告は、平成２７年１０月１３日、国税不服審判所長に対し、前記（７）の異議決定に不

服があるとして審査請求をしたが、同所長は、平成２８年６月６日、本件通知処分は適法で

あるとして、同審査請求を棄却する旨の裁決をした（甲６）。 

（９）原告は、平成２８年９月１３日、本件訴訟を提起した。 

４ 税額等に関する当事者の主張 

 被告が本件訴訟において主張する本件通知処分の根拠及び適法性は、別紙２「本件通知処分

の根拠及び適法性」記載のとおりであるところ、原告は、後記５（１）の争点に関する部分を

除き、その計算の基礎となる金額及び計算方法について争うことを明らかにしない。 

５ 争点 

（１）措置法４１条の１５第３項に規定する「その後において連続して確定申告書を提出してい

る場合」に該当するか否か 

（２）本件更正の請求が通則法２３条１項１号の要件を充足するか否か 

６ 争点に関する当事者の主張 

（１）措置法４１条の１５第３項に規定する「その後において連続して確定申告書を提出してい

る場合」に該当するか否か 

〔被告〕 

ア 本件特例は、先物取引に関しては、原則として、先物取引に係る雑所得等の金額の計算

上損失の金額が生じてもその損失の金額はなかったものとみなされるが、先物取引の差金

等決済をしたことにより生じた損失の金額のうち、その差金等決済をした日の属する年分

の先物取引に係る雑所得等の金額の計算上控除してもなお控除しきれない金額を有すると

きは、一定の要件の下で、その損失の金額をその年の翌年以後３年以内の各年分の先物取

引に係る雑所得等の金額から繰越控除するというものである。すなわち、本件特例は、飽

くまで措置法４１条の１４第１項の規定の例外であり、本件特例の適用を受けるか否かを

納税者の申告行為に委ね、措置法４１条の１５第３項所定の手続要件を満たした場合に限
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り適用できるものである。 

イ ところで、申告納税制度とは、納付すべき税額は納税者のする申告によって確定するこ

とを原則とし、その申告のない場合又はその申告に係る税額の計算が国税に関する法律に

従っていなかった場合、その他税務署長等の調査したところと異なる場合に限り、税務署

長等の処分によって確定する方式をいい、所得税は申告納税制度を採用する国税である。 

 そうすると、他の所得と区分して課税される先物取引に係る雑所得等の金額についても

確定申告書の提出時までにその金額が定まっていなければならないところ、本件特例の適

用を受けるとした場合の当該年分において、その繰越控除の計算をし、先物取引に係る雑

所得等の金額を確定させるためには、過去３年内の各年に係る「控除する先物取引の差金

等決済に係る損失の金額」が確定している必要がある。そのため、措置法４１条の１５第

３項は、先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の確定申告書を提出した後

も確定申告書の連年申告要件を設け、当該繰越控除の適用を受けようとする年分の確定申

告書において必要な事項を記載して翌年以後において本件特例の適用を受ける旨を明らか

にし、「法第４１条の１５第１項の規定により翌年以後において先物取引に係る雑所得等

の金額の計算上控除することができる先物取引の差金等決済に係る損失の金額」（施行令

２６条の２６第４項５号）が確定している場合に限って、その適用を認めるものと解され

る。 

 したがって、本件特例の手続要件については、遅くとも、本件特例の適用を受けるため

の確定申告書を提出する以前において、その要件を充足していることを要するから、本件

特例の適用を受けるための確定申告書を提出した後に、繰越控除を受けようとする旨を記

載してその前年分以前の確定申告書等を提出し、結果として、前年分以前の確定申告書等

を間隔を空けずに提出したことになったとしても、措置法４１条の１５第３項に定める

「連続して確定申告書を提出している場合」には該当しない。 

ウ 本件において、原告が平成２４年分期限後申告書等を提出したのは、平成２５年分確定

申告書等を提出した平成２６年３月１０日より後の平成２７年４月２０日であり、本件特

例の適用を受けるための平成２５年分の所得税等の確定申告書を提出した時点において、

平成２４年分の所得税の確定申告書は提出されていないから、「連続して確定申告書を提

出している場合」には該当せず、平成２５年分の所得税等において、本件特例を適用する

ことはできない。 

〔原告〕 

ア 措置法４１条の１５第５項は、期限後申告であっても、その年の翌年以後において本件

特例の適用を受けるために確定損失申告書を提出することができる旨規定しており、同条

は、当該申告書が提出する順番が前後した場合には本件特例の適用を認めない旨は規定し

ていないところ、原告が期限後申告として行った平成２４年分の確定申告は、措置法４１

条の１５第５項が準用する所得税法１２３条１項３号の確定損失申告に該当するから、平

成２５年分の所得税等について、本件特例の適用が認められるべきである。 

イ 原告は、平成２５年分確定申告書に、平成２４年の先物取引について記載したが、これ

は、平成２４年分の確定申告を期限後申告として行い、平成２５年の先物取引の利益を前

年までの損失で相殺することと同等と考えるべきである。 

ウ 申告納税制度では、納税者が納税内容を確定するべきであるが、現実には、確定申告書
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を提出する際、税務署職員による助言が行われていることから、本件においても、税務署

職員は、原告が平成２５年分確定申告書等を提出した際、平成２４年分の確定申告書等が

提出されていないことを指摘すべきであった。 

 また、還付等を受けるための申告（所得税法１２２条１項）は、期限後申告でも認めら

れているなど、期限後申告は納税者の落ち度を救済するものであって、本件において、平

成２４年分の期限後申告と平成２５年分の確定申告の先後の違いのみによって本件特例の

適用を認めないことは、税の公平性の観点からみて不公平であり、憲法１４条に反する。 

 さらに、平成２４年分の確定申告書の提出を失念していたことのみによって、本件特例

の適用を認めないのは、投資を活発化させるという措置法の趣旨に反する。 

エ 税務署職員は、平成２７年５月１４日、「平成２４年分の所得税の期限後申告は認め

る」旨発言しており、この発言は、原告の平成２４年分までの先物取引についての確定申

告に連続性が生じたことを認めるもの、すなわち、本件特例の適用を認めるものである。 

（２）本件更正の請求が通則法２３条１項１号の要件を充足するか否か 

〔被告〕 

 通則法２３条１項１号は、単に、納税申告書の提出により納付すべき税額が過大であると

いう事情のみを同号に基づく更正の請求の実体的要件とするものではなく、その事情が、

「当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関する法律の規定に従つ

ていなかつたこと又は当該計算に誤りがあつたことにより」生じた場合に限って更正の請求

を認めているところ、この制限は、所得計算の特例、免税等の措置で一定事項の申告等を適

用条件としているものについてその申告がなかったため、納付すべき税額がその申告等があ

った場合に比して過大となっている場合において、更正の請求という形でその過大となって

いる部分を減額することを排除する趣旨のものである。 

 租税実体法において、一定事項の申告書への記載等が、ある規定の適用要件とされている

にもかかわらず、その記載等がされなかった場合には、単に当該規定が適用されないことと

なるだけであるから、当該申告書の記載自体に誤りがあるということにはならない。そのた

め、かかる場合は、「当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関す

る法律の規定に従つていなかつた」とはいえず、また、「当該計算に誤りがあつた」ともい

えないから、更正の請求をすることはできない。 

 本件更正の請求は、通則法２３条１項１号に基づくものであるところ、平成２５年分の所

得税等について、本件特例の適用がないとした本件修正申告書の課税標準等若しくは税額等

の計算は、国税に関する法律の規定に従ったものであり、「当該申告書に記載した課税標準

等若しくは税額等の計算が国税に関する法律の規定に従つていなかつた」とはいえず、また、

「当該計算に誤りがあつた」ともいえないから、本件更正の請求は、同条項所定の更正の請

求の要件を充足しない。 

〔原告〕 

ア 通則法２３条１項１号は、例えば、本件特例の適用について記載せずに法定申告期限内

に確定申告をした場合には、その後の更正の請求によって本件特例の適用を認めることは

できないとする趣旨のものであるところ、本件において、原告は、平成２５年分確定申告

書等の中で本件特例の適用について記載しているのであるから、本件は、更正の請求の対

象から除外されるものではない。 
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イ 前記（１）〔原告〕記載のとおり、本件において、本件特例の適用は認められるべきで

あるから、平成２５年分確定申告書等の提出時における税務署職員による本件特例の適用

は認められない旨の指摘は誤っている。このように誤った指摘から行われた誤った本件修

正申告書の提出は、「国税に関する法律の規定に従つていなかつたこと」又は「当該計算

に誤りがあつたこと」に該当する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（措置法４１条の１５第３項に規定する「その後において連続して確定申告書を

提出している場合」に該当するか否か）について 

（１）ア 措置法４１条の１４第１項は、原則として、先物取引に係る雑所得等の金額の計算上

損失の金額が生じても、その損失の金額は生じなかったものとみなす旨規定しているが、

同法４１条の１５第１項は、その例外として、同条３項の手続的要件を満たした場合、

すなわち、居住者等が、①先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の所得

税につきその先物取引の差金等決済に係る損失の金額の計算に関する明細書等の一定の

書類の添付がある確定申告書を提出し、かつ、②その後において連続して確定申告書を

提出している場合であって、③本件特例の繰越控除を受けようとする年分の確定申告書

に繰越控除を受ける金額の計算に関する明細書等の一定の書類の添付がある場合に限り、

先物取引の差金等決済に係る損失の金額に相当する金額は、本件特例の繰越控除を受け

ようとする年分の確定申告書に係る年分の先物取引に係る雑所得等の金額を限度として、

その先物取引に係る雑所得等の金額の計算上控除できる旨規定している。本件特例は、

個人投資家の資産運用の場の選択に当たり、税負担の公平・中立性を確保することによ

り、公正な価格形成及び価格変動のリスクヘッジの場としての機能を十分に発揮できる

流動性に富んだ先物市場を形成することが必要であるとの観点から、平成１５年度税制

改正の一環として創設されたものである。 

 ところで、措置法４１条の１５第１項は、「その年の前年以前３年内の各年において

生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額（この項の規定の適用を受けて前年以前

において控除されたものを除く。）」と規定して、本件特例の適用を受ける年分において

控除する先物取引の差金等決済に係る損失の金額から、当該年分の前の年分において既

に控除された損失の金額を除くこととしており、同条項を受けて規定された施行令２６

条の２６第１項１号が、本件特例における控除については、控除する先物取引の差金等

決済に係る損失の金額が前年以前３年内の２以上の年に生じたものである場合には、こ

れらの年のうち最も古い年に生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額から順次控

除する旨規定していること、措置法４１条の１５第３項が確定申告書の連年申告の要件

（「その後において連続して確定申告書を提出している場合」）を設けていることからす

れば、先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の確定申告書の提出後に、

順次その後の年分の確定申告書が提出され、当該先物取引の差金等決済に係る損失の金

額も順次控除することを予定しているものということができる。 

 そして、所得税は、納付すべき税額が納税者のする申告により確定することを原則と

する申告納税制度（通則法１６条１項１号）を採用する国税であって、申告の時点にお

いて、他の所得と区分して課税される先物取引に係る雑所得等の金額も確定している必

要がある。しかして、本件特例の適用を受けるとした場合に当該年分において、その繰
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越控除の計算をし、先物取引に係る雑所得等の金額を確定させるためには、過去３年内

の各年に係る「控除する先物取引の差金等決済に係る損失の金額」が確定している必要

がある。そのため、先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の確定申告書

を提出した後も確定申告書の連年申告要件を設け、当該繰越控除の適用を受けようとす

る旨の年分の確定申告書において必要な事項（施行令２６条の２６第４項）を記載して

翌年以後において本件特例の適用を受ける旨を明らかにし、翌年以後において先物取引

に係る雑所得等の金額の計算上控除することができる先物取引の差金等決済に係る損失

の金額が確定している場合に限って、その適用を認めるものと解される。さらに、本件

特例には、確定申告書の提出がなかった場合等においても、その提出等がなかったこと

についてやむを得ない事情等があり、後にその確定申告書等の提出等があったときには、

本件特例の適用を認めるとする、いわゆる宥恕規定は設けられていないこと、確定申告

書の連年申告の要件について、例えば、本件のように平成２５年分の確定申告書を提出

した後に、平成２４年分の期限後申告がされたような場合でも、結果として連年申告の

要件を充足すると解すると、期限後申告が通則法２５条の規定する決定があるまでは、

これを行うことができることから（通則法１８条）、先物取引に係る課税雑所得等の金

額及びこれに対して課される所得税の額が、それまでの間は確定しないこととなり、所

得税の早期確定及び公平な賦課徴収の要請に反することになる。 

 以上説示した点を考慮すれば、本件特例の適用を受けるためには、本件特例の適用を

受ける年分の確定申告書を提出するまでに、確定申告書の連年申告を含め、本件特例の

手続的要件を充足し、当該年分の先物取引に係る雑所得等の金額から控除されるべき、

その年の前年以前３年内の各年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額

が確定している必要があると解するのが相当である。施行令２６条の２６第４項２号及

び５号が、本件特例の適用を受ける年分の確定申告書に、その年の前年以前３年内の各

年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額及び本件特例により翌年以後

において先物取引の差金等決済に係る雑所得等の金額の計算上控除することができる先

物取引の差金等決済に係る損失の金額の記載を義務付けているのも、かかる解釈を前提

として規定されたものと解される。 

イ これを本件についてみると、原告が平成２６年３月１０日に本件特例の適用を受けよ

うとする平成２５年分確定申告書等を提出した時点において、平成２３年分確定申告書

等は提出されていたものの、平成２４年分の確定申告書等は提出されていなかったので

あるから、「その後において連続して確定申告書を提出している場合」には該当しない。 

（２）原告の主張について 

ア 原告は、措置法４１条の１５第５項は、期限後申告であっても、その年の翌年以後にお

いて本件特例の適用を受けるために確定損失申告書を提出することができる旨規定してお

り、同条は、当該申告書が提出する順番が前後した場合には本件特例の適用を認めない旨

は規定していないところ、原告が期限後申告として行った平成２４年分の確定申告は、措

置法４１条の１５第５項が準用する所得税法１２３条１項３号の確定損失申告に該当する

から、平成２５年分の所得税等について、本件特例の適用が認められるべきである旨主張

する。 

 しかし、措置法４１条の１５第５項は、本件特例について確定申告書の連年提出要件が
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定められていること（同条３項）との関係で、所得税法の規定による確定申告書の提出を

すべき場合又は提出することができる場合に該当しない場合において先物取引の差金等決

済に係る損失の金額が生じたときに、その損失の金額に係る申告書の提出ができるよう、

所得税法１２３条１項の規定を準用した損失申告書を提出することができる旨定めている

にすぎない。したがって、同条項は、本件において、平成２４年分期限後申告書等を提出

することにより、措置法４１条の１５第３項の手続的要件を充足することになる旨の原告

の主張の根拠となるものではない。 

イ 原告は、平成２５年分確定申告書等に、平成２４年の先物取引について記載したが、こ

れは、平成２４年分の確定申告を期限後申告として行い、平成２５年の先物取引の利益を

前年までの損失で相殺することと同等と考えるべきである旨主張する。 

 しかし、措置法４１条の１５第３項は、「その後において連続して確定申告書を提出し

ている」ことを本件特例の適用のための要件としているところ、平成２５年分確定申告書

等に、平成２４年分の先物取引に係る記載をしたとしても、これによって平成２４年分の

確定申告書（所得税法２条１項３７号）を提出したことになるものでないことは明らかで

ある。 

ウ 原告は、本件において、平成２４年分の期限後申告と平成２５年分の確定申告の先後の

違いのみによって本件特例の適用を認めないことは、税の公平性の観点からみて不公平で

あり、憲法１４条に反し、また、平成２４年分の確定申告書の提出を失念していたことの

みによって、本件特例の適用を認めないのは、投資を活発化させるという措置法の趣旨に

反する旨主張する。 

 しかし、仮に、本件特例の適用を受けようとする年分の確定申告書を提出した時点にお

いて、その年の前年以前３年内の確定申告書が連続して提出されていなかったことから、

本件特例の適用が受けられなかったものの、その後に欠落していた年分の期限後申告をす

るとともに、当初本件特例の適用を受けようとしていた年分の確定申告に係る更正の請求

をすることによって、本件特例の適用が認められると解すると、前記（１）アにおいて説

示したとおり、期限後申告が通則法２５条の規定する決定があるまではこれを行うことが

できることから、先物取引に係る課税雑所得等の金額及びこれに対して課される所得税の

額が、それまでの間は確定しないこととなり、所得税の早期確定及び公平な賦課徴収の要

請に反し、相当ではない。そして、前記（１）アのとおり、本件特例が、飽くまで例外的、

政策的な租税負担軽減の措置であることからすれば、申告納税制度の下、措置法４１条の

１５第３項の手続的要件を充足しないまま、平成２５年分確定申告書等を提出した以上、

本件特例の適用が認められないとしても、これをもって税の公平性の観点から不公平であ

って憲法１４条に反するということはできないし、さらに措置法の趣旨に反するというこ

ともできない。 

 また、原告は、税務署職員において、原告が平成２５年分確定申告書等を提出した際、

平成２４年分の確定申告書等が提出されていないことを指摘すべきであったとも主張する

が、上記のとおり、本件特例が例外的、政策的な租税負担軽減の措置であり、また、その

適用を受けるか否かは各納税者の判断に任されていることからすると、上記のような指摘

がされるべきであったということはできない。 

エ 原告は、税務署職員の「平成２４年分の所得税の期限後申告は認める」旨の発言は、原
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告の平成２４年までの先物取引についての確定申告に連続性が生じたことを認めるもの、

すなわち、本件特例の適用を認めるものである旨主張する。 

 しかし、本件特例の適用が認められるか否かは、措置法等の法令に従って決すべきもの

であって、税務署職員の発言は、前記（１）の判断を左右するものではない。 

オ 以上のとおり、原告の前記各主張はいずれも採用することができない。 

２ 争点（２）（本件更正の請求が通則法２３条１項１号の要件を充足するか否か）について 

（１）通則法２３条１項１号は、「当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国

税に関する法律の規定に従つていなかつたこと又は当該計算に誤りがあったことにより納付

すべき税額が過大であるとき」には、更正の請求をすることができる旨規定している。これ

は、所得計算の特例、免税等の措置で一定事項の申告等を適用条件としているものについて

その申告がなかったため、納付すべき税額がその申告等があった場合に比して過大となって

いる場合において、更正の請求という形でその過大となっている部分を減額することを排除

する趣旨のものであると解される。 

 本件特例は、前記１（１）アのとおり、措置法が特に認めた例外的規定であって、納税者

がその適用を受けることを選択した場合に限って適用されるものにすぎないことから、本件

特例の適用をすることなく記載された本件修正申告書について、課税標準等若しくは税額等

の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかった、又は当該計算に誤りがあったという

ことはできない。 

 したがって、平成２４年分期限後申告書等の提出によって、本件特例の適用が可能になっ

たことを理由としてする本件更正の請求は、通則法２３条１項１号の要件を充足するという

ことはできない。 

（２）原告の主張について 

ア 原告は、通則法２３条１項１号は、例えば、本件特例の適用について記載せずに法定申

告期限内に確定申告をした場合には、その後の更正の請求によって本件特例の適用を認め

ることはできないとする趣旨のものであるところ、本件において、原告は、平成２５年分

確定申告書等の中で本件特例の適用について記載しているのであるから、本件は、更正の

請求の対象から除外されるものではない旨主張する。 

 しかし、平成２５年分確定申告書等の中で本件特例の適用について記載していたとして

も、そのことが、本件修正申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関

する法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったことにつながるもの

ではない。 

イ 原告は、本件において、本件特例の適用は認められるべきであるから、平成２５年分確

定申告書等の提出時における税務署職員による本件特例は認められない旨の指摘は誤って

おり、このように誤った指摘から行われた誤った本件修正申告書の提出は、国税に関する

法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったことに該当する旨主張す

る。 

 しかし、納税者サービスの一環として、税務署職員による税務相談が行われているとし

ても、納税の申告をするのは飽くまで納税者自身であって、本件修正申告書に誤り等がな

い以上、税務署職員による指摘等が、通則法２３条１項１号の要件充足性を左右するもの

ではない。 
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ウ したがって、原告の前記各主張はいずれも採用することができない。 

３ 本件通知処分の適法性について 

 以上を前提として、原告の平成２５年分の所得税等の納付すべき税額についてみると、別紙

２に記載の被告の主張のとおり、７４万２８００円となるところ（前記第２の４）、当該金額

は、本件修正申告書における納付すべき税額７４万２６００円を上回るから、本件通知処分は

適法である。 

第４ 結論 

 よって、本訴請求は理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

長野地方裁判所民事部 

裁判長裁判官 田中 芳樹 

   裁判官 林 由希子 

   裁判官 有本 祥子 
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別紙１ 

関係法令の定め 

 

第１ 国税通則法（以下「通則法」という。） 

２３条（更正の請求） 

１項 納税申告書を提出した者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該申告書に係る

国税の法定申告期限から５年（中略）以内に限り、税務署長に対し、その申告に係る課税標

準等又は税額等（当該課税標準等又は税額等に関し次条又は２６条（再更正）の規定による

更正（以下この条において「更正」という。）があつた場合には、当該更正後の課税標準等

又は税額等）につき更正をすべき旨の請求をすることができる。 

１号 当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関する法律の規定に従

つていなかつたこと又は当該計算に誤りがあつたことにより、当該申告書の提出により納

付すべき税額（当該税額に関し更正があつた場合には、当該更正後の税額）が過大である

とき。 

第２ 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法 

９条（課税の対象） 

１項 居住者又は非居住者に対して課される平成２５年から平成４９年までの各年分の所得税に

係る基準所得税額には、この法律により、復興特別所得税を課する。 

１３条（個人に係る復興特別所得税の税率） 

 個人に対して課する復興特別所得税の額は、その個人のその年分の基準所得税額に１００分の２．

１の税率を乗じて計算した金額とする。 

第３ 措置法 

４１条の１４（先物取引に係る雑所得等の課税の特例） 

１項 居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者が、次の各号に掲げる取引又は取得をし、

かつ、当該各号に掲げる取引又は取得（以下この項及び次条において「先物取引」とい

う。）の区分に応じ当該各号に定める決済又は行使若しくは放棄若しくは譲渡（以下この項

及び次条において「差金等決済」という。）をした場合には、当該差金等決済に係る当該先

物取引による事業所得、譲渡所得及び雑所得については、所得税法２２条及び８９条並びに

１６５条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その年中の当該先物取引による事業所得

の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として政令で定めるところにより計算した金額

（以下この項において「先物取引に係る雑所得等の金額」という。）に対し、先物取引に係

る課税雑所得等の金額（先物取引に係る雑所得等の金額（次項４号の規定により読み替えら

れた同法７２条から８７条までの規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をい

う。）の１００分の１５に相当する金額に相当する所得税を課する。この場合において、先

物取引に係る雑所得等の金額の計算上生じた損失の金額があるときは、同法その他所得税に

関する法令の規定の適用については、当該損失の金額は生じなかつたものとみなす。 

２号 金融商品先物取引等（金融商品取引法２条２１項１号から３号までに掲げる取引（同号

に掲げる取引にあつては、同項４号から６号までに掲げる取引を成立させることができる

権利に係るものを除く。）で同項に規定する市場デリバティブ取引に該当するもののうち

政令で定めるもの又は同条２２項１号から４号までに掲げる取引（同項３号に掲げる取引
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にあつては、同項５号から７号までに掲げる取引を成立させることができる権利に係るも

のを除く。）で同項に規定する店頭デリバティブ取引に該当するものをいう。以下この号

において同じ。） 当該金融商品先物取引等の決済（当該金融商品先物取引等に係る同条

２４項に規定する金融商品の受渡しが行われることとなるものを除く。） 

４１条の１５（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除） 

１項 確定申告書（５項において準用する所得税法１２３条１項（同法１６６条において準用す

る場合を含む。）の規定による申告書を含む。以下この項及び３項において同じ。）を提出す

る居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者が、その年の前年以前３年内の各年におい

て生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額（この項の規定の適用を受けて前年以前に

おいて控除されたものを除く。）を有する場合には、前条１項後段の規定にかかわらず、当

該先物取引の差金等決済に係る損失の金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、

当該確定申告書に係る年分の同項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額を限度として、

当該年分の当該先物取引に係る雑所得等の金額の計算上控除する。 

２項 前項に規定する先物取引の差金等決済に係る損失の金額とは、当該居住者又は国内に恒久

的施設を有する非居住者が、平成１５年１月１日以後に、先物取引の差金等決済をしたこと

により生じた損失の金額として政令で定めるところにより計算した金額のうち、その者の当

該差金等決済をした日の属する年分の前条１項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額の

計算上控除してもなお控除しきれない部分の金額として政令で定めるところにより計算した

金額をいう。 

３項 １項の規定は、同項に規定する居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者が前項に規

定する先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の所得税につき当該先物取引の

差金等決済に係る損失の金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類の添付が

ある確定申告書を提出し、かつ、その後において連続して確定申告書を提出している場合で

あつて、１項の確定申告書に同項の規定による控除を受ける金額の計算に関する明細書その

他の財務省令で定める書類の添付がある場合に限り、適用する。 

４項 １項の規定の適用がある場合における前条（２項を除く。）の規定の適用については、同

条１項中「計算した金額（」とあるのは、「計算した金額（次条１項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額。」とする。 

５項 所得税法１２３条１項（２号を除く。）（同法１６６条において準用する場合を含む。）の

規定は、居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者が、その年の翌年以後において１項

の規定の適用を受けようとする場合であつて、その年の年分の所得税につき同法１２０条１

項（同法１６６条において準用する場合を含む。）の規定による申告書を提出すべき場合及

び同法１２２条１項又は１２３条１項（これらの規定を同法１６６条において準用する場合

を含む。）の規定による申告書を提出することができる場合のいずれにも該当しない場合に

ついて準用する。この場合において、同法１２３条１項中「７０条１項若しくは２項（純損

失の繰越控除）若しくは７１条１項（雑損失の繰越控除）の規定の適用を受け、又は１４２

条２項（純損失の繰戻しによる還付）の規定による還付を受けようとするときは、第３期に

おいて」とあるのは「租税特別措置法４１条の１５第１項（先物取引の差金等決済に係る損

失の繰越控除）の規定の適用を受けようとするときは」と、「次項各号に掲げる」とあるの

は「その年において生じた同条２項に規定する先物取引の差金等決済に係る損失の金額（以
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下この項において「先物取引の差金等決済に係る損失の金額」という。）、その年の前年以前

３年内の各年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額その他の政令で定め

る」と、同項１号中「純損失の金額」とあるのは「先物取引の差金等決済に係る損失の金

額」と、同項３号中「純損失の金額及び雑損失の金額（７０条１項若しくは２項又は７１条

１項」とあるのは「先物取引の差金等決済に係る損失の金額（租税特別措置法４１条の１５

第１項」と、「及び１４２条２項の規定により還付を受けるべき金額の計算の基礎となつた

ものを除く。次項２号において同じ」とあるのは「を除く」と、「これらの金額」とあるの

は「当該先物取引の差金等決済に係る損失の金額」と、「総所得金額、退職所得金額及び山

林所得金額の合計額をこえる」とあるのは「同法４１条の１４第１項（先物取引に係る雑所

得等の課税の特例）に規定する先物取引に係る雑所得等の金額を超える」と読み替えるもの

とする。 

第４ 租税特別措置法施行令（以下「施行令」という。） 

２６条の２６（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除） 

１項 法４１条の１５第１項の規定による先物取引の差金等決済に係る損失の金額（同条２項に

規定する先物取引の差金等決済に係る損失の金額をいう。以下この条において同じ。）の控

除については、次に定めるところによる。 

１号 控除する先物取引の差金等決済に係る損失の金額が前年以前３年内の２以上の年に生じ

たものである場合には、これらの年のうち最も古い年に生じた先物取引の差金等決済に係

る損失の金額から順次控除する。 

２項 法４１条の１５第２項に規定する先物取引の差金等決済をしたことにより生じた損失の金

額として政令で定めるところにより計算した金額は、法４１条の１４第１項に規定する先物

取引の同項に規定する差金等決済（次項において「先物取引の差金等決済」という。）によ

る事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算上生じた損失の金額として財務

省令で定めるところにより計算した金額とする。 

３項 法４１条の１５第２項に規定する控除しきれない部分の金額として政令で定めるところに

より計算した金額は、先物取引の差金等決済をした日の属する年分の同項に規定する先物取

引に係る雑所得等の金額（以下この条において「先物取引に係る雑所得等の金額」とい

う。）の計算上生じた損失の金額とする。 

４項 その年の翌年以後又はその年において法４１条の１５第１項の規定の適用を受けようとす

る場合に提出すべき所得税法１２０条１項の規定による申告書及び提出することができる同

法１２２条１項又は１２３条１項の規定による申告書には、同法１２０条１項各号又は１２

３条２項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を併せて記載しなければならない。 

１号 その年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額 

２号 その年の前年以前３年内の各年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額

（法４１条の１５第１項の規定により前年以前において控除されたものを除く。次項２号

において同じ。） 

３号 その年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額がある場合には、その年

分の先物取引に係る雑所得等の金額の計算上生じた損失の金額 

４号 ２号に掲げる先物取引の差金等決済に係る損失の金額がある場合には、当該損失の金額

を控除しないで計算した場合のその年分の先物取引に係る雑所得等の金額 
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５号 法４１条の１５第１項の規定により翌年以後において先物取引に係る雑所得等の金額の

計算上控除することができる先物取引の差金等決済に係る損失の金額 

６号 前各号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

第５ 租税特別措置法施行規則 

１９条の９（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除） 

１項 施行令２６条の２６第２項に規定する財務省令で定めるところにより計算した金額は、法

４１条の１４第１項の規定により先物取引による事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額を計算した場合にこれらの金額の計算上生ずる損失の金額に相当する金額とする。 

以上 
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別紙２ 

本件通知処分の根拠及び適法性 

 

１ 本件通知処分の根拠 

 被告が本訴において主張する原告の平成２５年分の所得税等の総所得金額等及び納付すべき税額

は、以下のとおりである。 

（１）総所得金額（給与所得）の金額 １７０２万３８２４円 

 上記金額は、平成２５年分の給与として、原告に対し、Ａ病院から支払われた金額１９４７万

３８２４円について、所得税法２８条３項６号の規定を適用して算出した金額である。 

（２）分離課税の先物取引に係る雑所得の金額 ４８５万０４７２円 

 上記金額は、原告が平成２５年中に行った先物取引に係る雑所得の金額であり、次のアの金額

からイの金額を控除した金額である。 

 なお、原告は、平成２５年分の所得税等において、本件特例を適用することはできないため、

上記金額から本件繰越損失額を控除することはできない。 

ア 雑所得の総収入金額 ４９３万９５９８円 

 上記金額は、原告が、Ｂ証券株式会社、Ｃ証券株式会社及びＤ株式会社の原告名義のインタ

ーネット専用口座内において、平成２５年中に行った先物取引（措置法４１条の１４第１項２

号に規定する先物取引）に係る差金等決済の金額の合計額である。 

イ 雑所得の必要経費 ８万９１２６円 

 上記金額は、雑所得の金額の計算上必要経費に算入される金額であり、原告が平成２５年分

確定申告書等に記載した金額と同額である。 

（３）所得控除の額の合計額 ２３０万３２５８円 

 上記金額は、社会保険料控除（所得税法７４条）、生命保険料控除（同法７６条）及び基礎控

除（同法８６条）の金額の合計額であり、原告が平成２５年分確定申告書等及び本件修正申告書

に記載した金額と同額である。 

（４）課税総所得金額 １４７２万円 

 上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、前記（１）の金額から前記（３）の金額を

控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後

のもの。）である。 

（５）分離課税の先物取引に係る課税雑所得の金額 ４８５万円 

 上記金額は、前記（２）の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の

端数を切り捨てた後のもの。）である。 

（６）算出税額 ４０４万９１００円 

 上記金額は、次のア及びイの金額の合計である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 ３３２万１６００円 

 上記金額は、前記（４）の金額に、所得税法８９条１項に規定する税率を乗じて算出した金

額である。 

イ 分離課税の先物取引に係る課税雑所得の金額に対する税額 ７２万７５００円 

 上記金額は、前記（５）の金額に、措置法４１条の１４第１項に規定する税率を乗じて算出

した金額である。 
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（７）復興特別所得税の額 ８万５０３１円 

 上記金額は、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法９条１項の規定により課される復興特別所得税の額であり、前記（６）の金額（基

準所得税額）に、同法１３条に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

（８）源泉徴収税額 ３３９万１３００円 

 上記金額は、Ａ病院から支払われた前記（１）の給与に係る源泉徴収税額である。 

（９）納付すべき税額 ７４万２８００円 

 上記金額は、前記（６）及び（７）の金額の合計から前記（８）の金額を控除した金額（ただ

し、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

２ 本件通知処分の適法性 

 被告が本訴において主張する原告の平成２５年分の所得税等の納付すべき税額は、前記１（９）

のとおり７４万２８００円であるところ、当該金額は、本件修正申告書における納付すべき税額７

４万２６００円を上回るから、本件通知処分は適法である。 

以上 


